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津波による構造物の被害推計では，過去の被災情報から推定された構造物の津波フラジリティ曲線が対

象地域に依らず適用されてきた．本研究では，過去の被災情報に加えて全国の自治体の土地利用情報を用

いて，地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線をその適用先となる市町村と併せて提示できる手法を

提案する．具体的には，土地利用情報を用いた主成分分析・クラスター分析から全国の自治体を地域性の

類似度により分類し，グループ毎の被害データの集積から津波フラジリティ曲線を市町村別に算定する．

適用例として，東北地方太平洋沖地震の被災データから地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線を同

定し，それを用いた構造物被害棟数のリスク算定手順を示す． 
 

     Key Words: fragility curve, regional characteristics, national survey, principal component analysis, 
cluster analysis 

 
 
 
1. はじめに 
 
津波災害を対象に被災地の被害データから構造物の津

波に対する脆弱性（経験的な津波フラジリティ曲線 1)）

を推定する研究が行われている 2)-6)．津波フラジリティ

曲線は，被災データから得られる構造物の損傷確率およ

び津波ハザード強度（例えば，流速や浸水深）の関係を

累積分布関数により近似することで算定される．例えば，

東北地方太平洋沖地震時の東日本太平洋沿岸地域 2)-4)，

2010年チリ地震を受けたディチャト 5)，あるいは 2018年
インドネシア・スラウェシ島地震によるパル湾 6)の被害

データから多数の津波フラジリティ曲線が提案されてい

る．これら津波フラジリティ曲線は，それぞれの地域に

ある個別構造物の形状・材質による耐力のばらつき，あ

るいは湾形状や土地利用等が影響を及ぼす津波の特性に

関する差異（すなわち，各地域に位置する構造物の被災

傾向）を損傷確率として考慮することで，被災地域にあ

る構造物の津波に対する脆弱性を表している． 
将来の津波災害が懸念される地域を対象とした構造物

の被害推計では，上述した被災地の被害データから経験

的に推定された津波フラジリティ曲線が一般に用いられ

ている 7)-9)．この推計法では，対象地域にある構造物の

損傷確率と津波ハザード強度の関係が，過去の被災地に

おける関係と同様であると仮定していることになる．し

かしながら，津波による構造物の損傷は，構造物の形状

や密集度，あるいは堤防の整備状況等といった地域性に

強く支配されるため，この地域性が被災地と対象地域で

乖離する場合，上記の仮定は不適切なものとなる 3)-5), 10)．

つまり，過去の被災データから一意に推定された津波フ

ラジリティ曲線を日本全国の各自治体に適用する場合，

被災地と地域性が大きく異なる市町村では，算定される

構造物被害棟数が実際に生じるものと乖離することが懸
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念される． 
過去の被災データから経験的に得られたフラジリティ

曲線を用いることで，将来に発生する自然災害を推定す

ることの妥当性，つまり，経験的フラジリティ曲線の適

用範囲に関しては，多くの既往研究で言及されているも

のの，それらは定性的な議論に留まっている 例えば 2), 10)．

過去の構造物被害データから得られた津波フラジリティ

曲線の適用が妥当でないと推測される市町村に関しては，

そこにある構造物の情報や地形条件からMonte Carlo法な
ど，解析的にフラジリティ曲線を評価する必要がある．

また，被災地の被害データから得られたフラジリティ曲

線を将来の被害推計のために他市町村に適用した場合の

精度や，それを各市町村の状況に応じて如何に修正する

べきであるのかに関する議論は行われていない．したが

って，将来の津波災害による構造物被災棟数を高精度に

評価するには，過去の被災データから算定される構造物

の津波フラジリティ曲線の地域依存性とその他市町村へ

の適用範囲，および最終的に推計される被害棟数の妥当

性に関する定量的な検討により，地域別に適切な津波フ

ラジリティ曲線を同定することが求められる．なお，本

研究における地域性とは，構造物の損傷傾向に大きな影

響を及ぼす土地利用や地形条件などの地域に特有な性質

として定義する 3), 10)． 
本研究では，過去の被災データおよび全国の自治体の

土地利用情報を活用することで，地域依存性を考慮した

地域別の津波フラジリティ曲線をその適用先となる市町

村と併せて同定できる手法を提案する．具体的には，全

国の市町村を地域性の類似度により分類した各グループ

に対して，そこに属する被災市町村の被害データのみか

らフラジリティ曲線をそれぞれ算出し，その適用範囲を

同グループ内の市町村のみに制限することで，地域依存

性を考慮したフラジリティ曲線を地域別に提示する．つ

まり，地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線は，

地域性の近い被災市町村群から集積された被害データに

より算定され，それらと地域性が類似した市町村へのみ

適用する．これを可能にするための分析手法として，土

地利用情報から対象市町村内にある構造物の損傷傾向を

表す地域性を同定するのに主成分分析 11)を適用し，地域

性の類似度に応じた全国の市町村の分類にクラスター分

析 12)を用いる．さらに，過去の被災データから得られる

フラジリティ曲線を将来の津波災害の推定に適用した際

の構造物被害棟数の推定誤差は，被災地を細分化した各

市町村を対象とした再現結果と実測値の関係（ばらつき）

と等しいと仮定することで算定する．これにより，全国

の市町村の地域性に基づくグループ分けが，将来の津波

災害により発生する構造物被害の推計結果に及ぼす影響

を検証した上で，地域依存性を考慮した津波フラジリテ

ィ曲線を市町村別に同定できる．ケーススタディでは，

2011年東北地方太平洋沖地震時の被災データおよび全国
の沿岸市町村（海岸線を有する市町村）の土地利用情報

を活用した検討を行い，提案手法の有効性を検証する． 
 
 

2. 地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線

の算定手順 
 
地域依存性を考慮したフラジリティ曲線の算定手順を

図-1に示す．計算手順は 3つのプロセスから構成され， 
(I) 全国の市町村の土地利用および過去の構造物被害に関
するデータの収集，(II) 主成分分析およびクラスター分
析を活用した地域性に基づく全国の市町村の分類，(III) 
地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線の算定とそ

の適用範囲・妥当性の検証，である． 
既往研究 例えば 2), 13)では，被災地域にある構造物の被害

情報からフラジリティ曲線を算定し，その地域依存性・

適用範囲を被災地，および被害推計の対象となる地域の

土地利用情報の比較から定性的に検討している．一方で，

図-1に示されるように，提案手法では，被災地の事後調

査から得られた被害データを異なる地域で将来発生する

津波災害に対して活用することを前提に，被災情報に加

えて日本全国の土地利用情報を用いることで，地域依存

性を考慮した津波フラジリティ曲線を地域別に算定し，

その適用先となる市町村と併せて提示する．  
 
(1) 使用データの収集 

地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線の同定に

用いるデータは，全国の市町村の地域性を表す土地利用

情報，および構造物の脆弱性を評価するための被災情報

である．収集する土地利用情報には，津波を受ける構造

物の被害傾向に影響すると推測される指標を任意に選択

できるが，被災地を含めた全国の市町村全てに対してそ

れらを取得する必要がある．そこで，総務省による統計

調査や国土交通省が公開する国土に関する資料など，統

一された規格により全国的に収集・整備されている情報

を活用する 14)-16)，あるいは情報が取得できない市町村の

欠損データを適切に補完する 17)． 
構造物の津波フラジリティ評価に必要なデータは，構

造物の損傷度とその位置における津波ハザード強度であ

る．津波災害による構造物の被害実態，あるいは生じた

津波ハザード強度は，現地調査や，航空写真，観測結果

等から把握され，そのデータの一部は一般に公開されて

いる 4)-6), 18)-20)． これら蓄積されてきた全国の土地利用情報，
および過去の津波災害による構造物被害・ハザード強度

に関するデータを統合することで，地域依存性を考慮し

たフラジリティ曲線を推定する． 
なお，得られるデータの制約から，被災した全ての構
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造物の正確な位置情報を取得できるとは限らず，例えば，

各構造物の位置を平均で約 2km2の分解能である大字レ

ベルで代表させることもあり得る 21)．構造物位置に関す

る分解能と算出されるフラジリティ曲線の妥当性は，本

研究の対象外とし，各被災市町村の被害データからフラ

ジリティ曲線を算定できるものとする． 
 

(2) 主成分分析およびクラスター分析を用いた日本全

国の市町村の地域性に基づく分類 

a) 主成分分析による地域性に関する特徴軸の同定 

全国の市町村の土地利用情報から主成分分析により，

地域性を表す特徴軸（主成分）を同定することで，被災

地を含む全ての市町村を対象に構造物の損傷傾向の類似

度に応じた分類を可能にする．地域にある構造物の損傷

傾向に大きな影響を及ぼす土地利用情報を事前に特定す

ることは難しいため，構造物の脆弱性に関わると推測さ

れるデータを網羅的に収集することになる．一般に土地

利用・国土に関する指標間には強い相関関係があるため

（例えば，人口と住宅数），それらを直接用いた市町村

の分類は収集したデータの小さな変化により結果が大き

く異なる可能性がある 22)．つまり，網羅的な土地利用情

報をそのまま活用した市町村の分類は，その物理的意味

の解釈が難しい．そこで，市町村の土地利用情報の主成

分分析により，構造物の損傷傾向に影響する地域性を表

す互いに独立な変数群（主成分）に変換することで，市

町村を分類する．さらに，主成分分析から得られる主成

分を座標軸とした散布図を活用することで，各市町村の

地域性の差異を把握できる．つまり，過去の災害による

被災市町村に顕著な地域性や，それとは異なる地域性を

持つ自治体を把握することができる． 
主成分分析 11)では，土地利用情報の線形結合として主

要な地域性を表す主成分を算定する．得られる主成分は，

それが有する相対的な情報量である因子寄与率が大きい

順に第 1 主成分から第 p 主成分と呼ばれる．ここに，p
は主成分の総数である．主成分分析の詳細な手順は，参

考文献 11)に記されている．なお，得られたデータの単位

設定が算定される主成分に影響を及ぼさないようにする

ため，各土地利用情報は事前に標準化される．  
b) クラスター分析を用いた全国の市町村の地域性に基

づく分類 

主成分分析により推定された特徴軸を基にクラスター

分析を行うことで，被災地を含めた全国の市町村をそこ

に位置する構造物の損傷傾向に応じて分類する．これに

より，地域性の近い被災市町村群より得られる被害デー

タのみから算定される地域依存性を考慮した津波フラジ

リティ曲線の適用先となる自治体（すなわち，適用範囲）

を同定することが可能となる． 
クラスター分析では，各主成分得点から式(1)により

算出される市町村間の地域性に関する類似度（主成分空

間上のユークリッド距離）に基づいて，Ward法 12)により

市町村を分類する． 
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図-1 地域依存性を考慮した市町村別の津波フラジリティ曲線の算定手順 
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ここに，L r, sは市町村 rと市町村 s間の主成分空間上のユ
ークリッド距離，z r, qは市町村 rの第 q主成分である． 

Ward 法は，予め分類数を決める必要がない階層クラ
スター分析の中で最も一般的な手法であり，クラスター

内のユークリッド距離の平方和を最小にするように個体

を分類する 12)．クラスター分析による市町村のグループ

数は，次節で詳述されるように，地域依存性を考慮した

フラジリティ曲線の適用範囲，およびそれを活用した構

造物被害棟数の推定精度に大きく影響するため，分類数

を任意に調整できる Ward 法（階層クラスター分析）は
提案手法に適している．市町村の分類結果は，地域性の

類似度に基づく分岐を繰り返したツリー構造である樹形

図として，図-2(a)に示すように可視化される．市町村の
樹形図より，各市町村の地域性に関する類似性，あるい

は次節で詳述される地域依存性を考慮した市町村別の津

波フラジリティ曲線の適用範囲を同定できる． 
 

(3) 地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線の同

定およびその適用範囲・妥当性に関する検討 

a) フラジリティ曲線の適用範囲と妥当性の関係 

従来手法 2), 13)と提案手法におけるフラジリティ曲線の

算定法，地域依存性，適用範囲（適用性），および妥当

性に関する比較を図-2(b)に示す．従来手法では，図-2 の

分類パターン(i)に示されるように，全ての被災市町村か
ら集積されたデータを用いてフラジリティ曲線を一意に

算定しており，地域依存性を考慮できない．したがって，

従来手法を活用して推定される構造物被害棟数のリスク

は，地域性に基づく構造物の被害傾向を無視した平均的

な推定に留まり，各市町村で実際に生じる構造物被害と

大きく乖離する可能性がある． 
一方で，提案手法では，地域性に基づく市町村の樹形

図を活用することで，地域依存性を考慮したフラジリテ

ィ曲線を自治体別に同定する．具体的には，図-2の分類

パターン(ii)～(iv)に示すように，クラスター分析による
分類に基づき，地域性の近い被災市町村から集積した構

造物被害データを用いて，地域依存性を考慮した津波フ

ラジリティ曲線を複数算定し，それぞれを対応する分類

内の市町村へのみ適用する．地域依存性を考慮したフラ

ジリティ曲線を用いた構造物被害棟数の推定は，地域に

特有な被害傾向を考慮できるため，従来手法と比較して

その精度（妥当性）を向上させることができる．しかし

ながら，図-2 の分類パターン(iv)に示すように，地域性
に基づく市町村の分類数を増大させ，フラジリティ曲線

の地域依存性を過度に重視すると，それを適用できる市

町村は少なくなる．つまり，算定されるフラジリティ曲

線の地域依存性と適用性はトレードオフの関係にあり，

次項記載の方法により定量化されるそれらの指標に基づ

いて，適切な市町村の分類数を選定する必要がある． 
被災市町村群の被害データを用いた構造物の津波フラ

ジリティ曲線は，津波ハザード強度毎に算定した被害率

から最小二乗法により，以下の式に示す対数正規分布の

パラメータを定めることで算出する 23)．  

 ( ) ,

,

,

ln
| n i

n i

n i

g
g

g

h
P DS ds H h





 −
 = = = 
 
 

 (2) 

ここに，Pg n,  iは市町村分類数が gnの場合にグループ i に適
用する津波フラジリティ曲線であり，津波ハザード強度

H = hを受ける構造物が損傷度 DS = dsになる確率である．
Φ(•)は標準正規分布の累積分布関数，λg n,  iは平均値，ξg n,  i

は対数標準偏差である． 
b) 市町村別のフラジリティ曲線の同定 

適用性と地域依存性を調和させたフラジリティ曲線を

市町村別に算定するため，それらの指標をそれぞれ定量

化し，適切な市町村分類数を同定する．地域依存性を考

慮した津波フラジリティ曲線の適用性は，次式により与

えられ，クラスター分析から得られた樹形図を用いるこ

図-2 地域性に基づく市町村の樹形図および従来手法と提案手法によるフラジリティ曲線の算定法の比較 
(a)  市町村の樹形図 (b)  従来手法と提案手法によるフラジリティ曲線の算定法の比較 

ユ
ー
ク
リ
ッ
ド
距
離

A B C D E市町村

被災情報 有 無 有 有 無

(i)

(ii)

(iv)

手法 従来手法2),13) 提案手法

分類パターン (i) (ii) (iii) (iv)

市町村分類数
（グループ数）

1 2 4 5

フラジリティ
曲線の
算定法

曲線の数 1 2 3 3

使用データ A, C, D A, C D A C D A C D

適用先 A, B, C, D, E A, B, C D, E A, B C D A C D

地域依存性 低 中 高 過剰

適用性 (%) 100 100 80 60

構造物被害棟数
の推定精度

低 中 高 高

(iii)



 

 5 

とで容易に算定できる． 

 , ,n na g a gR n n=  (3) 

ここに，Ra, g n は市町村分類数を gnとして算定されるフラ

ジリティ曲線群の適用性を表す指標，na, g n は地域依存性

を考慮したフラジリティ曲線を適用可能な総市町村数，

n は土地利用情報を取得した全国の市町村の総数である． 
過去の被災データから得られた地域依存性を考慮した

フラジリティ曲線を適用して算定される，将来の津波災

害により発生する構造物被害棟数の推定誤差は，各被災

市町村を対象とした再現解析と実測値の誤差と等しいと

仮定する．これにより，地域依存性を考慮した津波フラ

ジリティ曲線から得られる将来の構造物被害棟数の推計

結果の妥当性，すなわち推定誤差を表すばらつきは，次

式により与えられる．  

 
( )

( )

2

, , ,
1 1

, , 2
,

,
1

am am

n n n

n n

n

n n

k g k g g
k k

g g
am g am

R R

n n



 





 


= =

−
= =

−

 
 (4) 

 , , ,n nk g k act k gR n n=  (5) 

 
,

,

, ( | )
n n i

gn i

k g g i st
st k

n P DS ds H h


= = =  (6) 

ここに，μ ε, g nおよび Cε, g nはそれぞれ将来の被害推計にお

けるモデル誤差の平均値および変動係数，namは被災市

町村の総数，R k , g nは実測値と推定値の比，nk,actは被災市

町村 kg n , iで観測された構造物被害棟数の実測値，n k , g n は
市町村分類数 gnでグループ iに属する被災市町村 kg n , iに

おける構造物被害棟数の推定値，hstは構造物 stの位置で
定められた津波ハザード強度である．  
市町村分類数，式(3)に示される地域依存性を考慮し

たフラジリティ曲線の適用性，および式(4)で与えられ
る将来の被害推計における推定誤差の関係を図-3に示す．

図-3には，市町村分類数を gn = nとして式(4)より算定し
た変動係数の下限値を示している．図-3より，モデル誤

差の変動係数がその下限値に十分に漸近し，その中で適

用性が大きくなる分類数 noptを選定する．それに基づき

市町村を分類することで，地域依存性と適用性が調和し

たフラジリティ曲線を各自治体に対して算出できる．な

お，地域依存性を考慮したフラジリティ曲線の適用範囲

外となる市町村では，従来手法によるフラジリティ曲線

（市町村分類数 gn = 1 から算定）を活用することになり，
図-3および式(4)に示されるように，被害棟数の推定誤差
は大きくなる． 

 
 

3. 東北地方太平洋沖地震時の被災データによる

地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線 

 

(1) 東北地方太平洋沖地震時の被災データおよび全国

の沿岸市町村の土地利用情報 

全国の沿岸市町村の土地利用情報および東北地方太

平洋沖地震時の被害情報を活用した提案手法により，地

域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線を同定する．

津波災害を想定していることから，対象とする市町村は，

国土交通省が公開する海岸線 15)と接するものを選定した．

その総数は，382 である．これは，東北地方太平洋沖地
震による被災 4県（青森県，岩手県，宮城県，および福
島県）を除く全国の 601の沿岸市町村，および被災情報
から津波フラジリティ曲線を算定できた 31 の被災市町
村を合わせた 632の市町村から，後述の土地利用情報の
全てを取得できる人口 1万 5千人以上の市町村を抽出す
ると 382の市町村となる． 
沿岸市町村を対象とした土地利用情報には，総務省

が公開する統計情報 14)，および国土交通省による国土調

査結果 15)を用いた．表-1に示される地域性を表す28の指
標を被災市町村を含めた計 382の沿岸市町村に対して取
得した．選定した28の指標は，4つの区分に大別でき，
それぞれ市町村規模，土地利用状況，構造物の規模・密

集度，および海岸線・堤防の特徴を表す．表-1より，市

町村の規模や土地利用状況を表す指標は，地域に顕著な

構造物種別や建設時期に関連している．構造物の規模・

密集度は，津波を受ける構造物の脆弱性に影響を及ぼす

と考えられるため対象とした 3)．さらに，津波の特性と

関連する海岸線延長や堤防整備率などを選定した．なお，

住宅棟数および 1住宅当たりの延べ面積は，構造物の密
集度や規模に関連する重要な指標であるものの，人口 1
万 5千未満の町村からは取得できなかった 14)．本研究で

提示するケーススタディでは，それらの小規模な町村を

対象外としたことに注意されたい．  
東北地方太平洋沖地震による構造物の被害情報は，

関本ら 19)が作成した復興支援調査アーカイブデータ 20)か

ら取得した．東北地方太平洋沖地震時に津波の影響を受

図-3 地域依存性を考慮したフラジリティ曲線の妥当性・ 
適用性のトレードオフ 

誤
差
の
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変
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けた計 22 の市町村における構造物の損傷度，およびそ
の位置の浸水深を活用した．参考文献 2)から「全壊（流

出），全壊，全壊（1 階天井以上浸水）」を全壊，「大
規模半壊，半壊（床上浸水）」を半壊，および「一部損

壊（床下浸水），被災なし」を無損傷と定義し，全壊お

よび半壊以上に関する津波フラジリティ曲線をそれぞれ

算定する．なお，対象とした被災市町村数が 22 である
のは，復興支援アーカイブが被災情報を提供する 34 の
市町村から，フラジリティ曲線の算定に十分なデータ数

である200棟以上の構造物被害情報がある31の市町村を
抽出し 4)，そこから前述した人口 1 万 5千未満の市町村
を除いたためである．全国の土地利用情報の欠落により

限られた被災情報の全てを活用できなくなるため，小規

模市町村を含めた統計資料の全国的な拡充，あるいは欠

損データの適切な補完は，今後の重要な課題である． 
 
(2)  主成分分析による地域性に関する特徴軸 

地域性を表す 28 の指標を用いた主成分分析により得

られた主成分から，累積寄与率 80 %までの主要な特徴
軸を表-1に示す．各主成分の物理的意味は，主成分およ

び各指標の相関係数である因子負荷量より解釈できる 11)．

第1主成分(PC1)は，他の主成分と比較して，人口や住宅
棟数といった市町村の規模を表す多くの指標と正の相関

を有するため，「市町村規模」を示す指標である．第 2
主成分(PC2) は，人口密度や住宅の密度，土地利用に関
する指標と正の相関があり，一方で市町村面積と強い負

の相関関係にあることから，「構造物密集度」を表す．

第3主成分(PC3)は，海岸線と堤防に関する指標との正の
相関が強いため，「海岸線長さ」を表している．第 4主
成分(PC4)は，1 住宅当たりの延べ面積や，平均容積率，
および海岸線・堤防に関する指標と正の相関を持つため，

津波の影響下にある構造物の特徴を統合した地域性と解

釈できる．第5主成分(PC5)は，構造物の規模・密集度に
関する指標と正の相関関係にあり，構造物の特性を表す

指標といえる．第6主成分(PC6)は，堤防整備率とのみ強
い正の相関があるため，堤防の整備状況の良さを示す． 

表-1 地域性を表す土地利用情報と主成分の因子負荷量 

*算定式の一覧： a) Dp = Np / Ah , b) Rx = Ax / At , c) Rx = Nx / Nb , d) Db = Nb / Ah , e) Rfa = Nb× Atf / Ah , f) Ld
−1 = Lc / At ,

g) Rsw = Lsw/ Lc

区分 指標 記号 PC1 PC2 PC3 PC4 PC5 PC6

規模

総面積 At 0.00 -0.32 0.06 -0.17 0.07 -0.25
可住地面積 Ah 0.06 -0.32 -0.02 -0.15 -0.09 -0.14
住居地域面積 Ar 0.23 -0.22 -0.07 0.02 -0.09 0.00

商業・近隣商業地域面積 Ac 0.23 -0.22 0.01 -0.02 0.00 -0.02
工業・準工業地域面積 Ai 0.20 -0.20 -0.13 0.01 -0.15 -0.19

人口 Np 0.27 -0.17 0.01 0.03 0.09 0.06
住宅棟数 Nb 0.27 -0.17 0.03 0.03 0.11 0.06

木造住宅棟数 Nw 0.24 -0.23 -0.05 0.07 0.04 0.00
RC・SRC造住宅棟数 Nrc 0.26 -0.03 0.15 -0.04 0.24 0.12

S造住宅棟数 Ns 0.25 -0.13 -0.07 0.04 -0.03 0.10
1970年以前に建築された住宅数 No 0.22 -0.24 0.07 0.12 0.07 0.03

人口密度a) Dp 0.23 0.21 0.07 0.13 0.24 -0.03
財政力指数 If 0.21 0.12 -0.25 -0.01 -0.26 -0.03

土地利用

可住地率b) Rh 0.13 0.23 -0.14 0.07 -0.28 0.11
住宅地域率b) Rr 0.20 0.24 -0.06 0.21 -0.07 -0.07

商業・近隣商業地域率b) Rc 0.20 0.20 0.07 0.08 0.11 -0.05
工業・準工業地域率b) Ri 0.14 0.18 -0.10 0.23 -0.18 -0.18

木造住宅率c) Rw -0.15 -0.16 -0.30 0.40 0.08 -0.08
RC・SRC造住宅率c) Rrc 0.15 0.17 0.29 -0.41 0.00 0.05

S造住宅率c) Rs 0.17 0.03 -0.24 0.03 -0.42 0.06
1970年以前に建築された住宅率c) Ro -0.19 -0.10 0.10 0.36 0.25 0.15

構造物の
特性・密集度

1住宅当たりの延べ面積 Atf -0.17 -0.11 -0.22 0.33 0.13 0.11
住宅の密集度d) Db 0.23 0.20 0.08 0.12 0.27 -0.03
平均容積率e) Rfa 0.23 0.20 0.04 0.17 0.24 -0.04

海岸線・堤防

海岸線の延長 Lc -0.03 -0.15 0.49 0.21 -0.24 -0.04
堤防の延長 Lsw 0.00 -0.19 0.33 0.23 -0.22 0.14
陸地の奥行きf) Ld

−1 -0.01 0.11 0.42 0.29 -0.35 0.02
堤防整備率g) Rsw 0.04 -0.05 -0.11 -0.08 -0.04 0.85

因子寄与率 (%) 37.2 20.6 8.1 5.9 4.6 3.6
累積寄与率 (%) 37.2 57.9 65.9 71.8 76.3 80.0
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第 1～3 主成分を座標軸とした全国の沿岸市町村の散
布図を図-4に示す．図-4より，全国の市町村の地域性と

比較して，東北地方太平洋沖地震による被災市町村の多

くは，市町村規模および海岸線延長が極めて小さかった

ことが確認できる．東北地方太平洋沖地震により被災し

た全ての市町村から集積された被害データを活用したフ

ラジリティ曲線は，兵庫県尼崎市や岡山県倉敷市といっ

た規模が大きい市町村，あるいは長崎県対馬市や沖縄県

那覇市などの長い海岸線を有する離島には適さない可能

性がある． 
 
(3) クラスター分析を用いた沿岸市町村の分類 

地域性を顕著に表す主成分を用いたクラスター分析に

より，全国の沿岸市町村は図-5に示されるように分類さ

れた．図-5より，全国の市町村は，小さい市町村規模で

構造物が疎に立地するグループ（A-a），小規模市町村
で構造物が密集するグループ（A-b），過密で大規模な
市町村のグループ（B-a），および大規模市町村で構造
物密集度が小さいグループ（B-b）の 4 つに大別される．
東北地方太平洋沖地震により被災した多くの市町村は，

小規模グループ（A-a あるいは A-b）に属している．そ
れら市町村の集積データから得られる津波フラジリティ

曲線は，東京湾周辺や大阪府に位置する市町村（B-a），
あるいは瀬戸内海の沿岸にある市町村（B-b）に特有な
地域性を十分に考慮できない． 
さらに，より詳細な地域性を考慮する場合には，グル

ープ A-a-8～A-a-10およびA-b-2～A-b-6に多くが属する被
災市町村から得られるフラジリティ曲線は，同様な地域

性を示す茨城県周辺や三重県南部，あるいは高知県にあ

る市町村へは適用可能であるといえる．一方で，沖縄県

(A-b-1)や北陸地方(A-a-1～A-a-4)に位置する市町村へ適用
すると，高精度な構造物被害棟数の推定とはならないこ

とが懸念される．既往の検討では，過去の津波災害で得

られた津波フラジリティを他の地域に単純に適用してい

る 2), 13)．提案手法を用いることで，地域性の違いを踏ま

えた津波フラジリティの選択が可能であり，また，過去

の被災事例から得られた津波フラジリティ曲線を適用す

ることに不適な場所を同定できる． 
 

(4) 地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線の同

定およびその妥当性・適用性の検証 
地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線の適用性

および妥当性の関係を図-6に示す．図-6より，全壊棟数

の推定誤差の変動係数が下限値に漸近し，適用性が大き

い分類数 nopt = 10 の場合に地域依存性と適用性が調和し
た津波フラジリティ曲線を算定できると判断した．分類

数 nopt = 10 に基づく地域依存性を考慮した提案手法，お
よび従来手法による津波フラジリティ曲線を図-7に示す． 

図-5，図-6および図-7より，グループ A-a-1～4，A-a-8
～10，A-b-2～3，A-b-4～6，B-a-3～8，および B-b-2～6に
属する 335市町村では，それぞれ異なる地域依存性を考
慮した津波フラジリティ曲線を活用する．式(4)から得
られる推定誤差の統計量は，半壊棟数の平均と変動係数，

および全壊棟数の平均と変動係数でそれぞれ 0.99，0.21，
1.03，および 0.10である．グループ A-a-5～7，A-b-1，B-
a-1～2，および B-b-1に属する 47市町村では，地域依存
性を考慮した津波フラジリティ曲線の適用外であるため，

従来手法 2)による曲線を用いることになる．その推定誤

差のパラメータは，半壊棟数の平均と変動係数，および

全壊棟数の平均と変動係数でそれぞれ 1.08，0.29，0.99，
および0.20である．したがって，提案手法により津波フ
ラジリティ曲線の地域依存性を考慮することで，対象と

した沿岸市町村の内 87.7 %の自治体において構造物の半
壊・全壊棟数の変動係数を半減できる． 

 
 

4. 地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線

を用いた構造物被害棟数のリスク推定 

 
地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線を用いた

構造物被害棟数のリスクは，式(4)を統計量とするモデ
ル誤差を乗ずることで，次式により算定される． 

 ( )
,

,

,

0

( )
n i n

gn i

H st
f g g

st A

dF h
n P H h dh

dh






  = =  −  
  

   (7) 

ここに，n fは市町村分類数 gnでグループ iに属する市町
村 Ag n , iで生じる構造物の被害棟数，Pg n , iはグループ iの地
域依存性を考慮したフラジリティ曲線，FH, st (h)は構造物
st の位置の津波ハザード曲線 24), 25)，εg nは構造物被害棟数

の推定誤差を表す平均 μ ε, g nおよび変動係数 Cε, g nの正規乱

数である． 

図-4 地域性に関する特性軸に関する沿岸市町村の散布図 
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提案手法を用いることで，津波による構造物被害棟数

のリスクを従来手法と比較して高精度に推定できること

が期待される．例えば，南海トラフ地震による甚大な被

害が懸念される三重県尾鷲市で発生する構造物の全壊棟

数のリスクを算定する場合，従来手法では，図-7(a)に示
される津波フラジリティ曲線を適用し，変動係数0.20の
推定誤差を考慮することになる．一方で，前章で得られ

た地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線を用いた

場合では，図-5(b)より図-7(c)に示すフラジリティ曲線を
用いることになり，地域に特有な構造物の損傷傾向を考

慮できるだけでなく，式(7)に示す推定に伴うモデル誤
差の変動係数を半減させることができるため，従来手法

と比較して精緻な推定が可能になると期待される． 
 

図-5 クラスター分析による全国の沿岸市町村の地域性に基づく分類 
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5. 結論 

 
過去の災害情報および日本全国の市町村の土地利用情

報を活用し，算定される地域依存性を考慮した津波フラ

ジリティ曲線をその適用先となる自治体とともに提示で

きる手法を提案した．ケーススタディでは，東北地方太

平洋沖地震時の被災データから津波フラジリティ曲線の

地域依存性を同定し，その妥当性・適用性を検証した．

さらに，地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線を

用いた構造物の被害棟数のリスク算定式を示した． 
本研究により得られた知見を以下にまとめて示す． 

1. 全国の市町村をそこに位置する構造物の損傷傾向に
応じて分類した各グループに対して，そこに属する

被災市町村群から集積された被害データを用いてフ

ラジリティ曲線をそれぞれ算定し，その適用先を同

グループ内の自治体のみに制限することで，地域依

存性を考慮した津波フラジリティ曲線を地域別に算

定できる． 

2. 主成分分析を行うことで，土地利用情報から構造物
の損傷傾向に影響する地域性（主成分）を抽出でき

る．また，算定された主成分を用いたクラスター分

析により，日本全国および被災地域の市町村をそれ

らの地域性に基づいて分類できる．結果として得ら

れる市町村の樹形図を用いることで，地域性の近い

被災市町村群の集積データから地域依存性を考慮し

たフラジリティ曲線を算定でき，それを適用可能な

近い地域性を有する市町村群を同定できる． 
3. 地域依存性を考慮したフラジリティ曲線を用いるこ
とで，将来の津波災害により各地域で生じる構造物

被害棟数を精緻に算定することができる．一方で，

地域依存性を過度に重視する（地域性に基づく市町

村分類数を過剰に増加させる）と，算定されるフラ

ジリティ曲線を適用できる市町村は極めて少なくな

る．すなわち，被害推定の精度向上に寄与する地域

依存性の考慮の度合いは，そのフラジリティ曲線を

適用できる市町村数とトレードオフの関係にある．

提案手法を用いることで，地域依存性を考慮したフ

ラジリティ曲線の全国の市町村への適用性，および

それを用いて算定される構造物被害棟数の推定精度

の関係を評価できるため，構造物の被害傾向の違い

を適切に考慮した津波フラジリティ曲線を自治体別

に提示できる． 

4. 東北地方太平洋沖地震および全国の沿岸市町村を対
象としたケーススタディでは，フラジリティ曲線の

地域依存性を考慮することで，将来の津波災害によ

る構造物の被害棟数の推定精度が向上することを示

した．具体的には，東北地方太平洋沖地震の各市町

村内で生じた構造物の全壊棟数Nact，およびその再現

解析結果Nestの比（Nact / Nest）の変動係数が，被災情報

から一意に推定された，あるいは地域依存性を考慮

したフラジリティ曲線を適用した場合で，それぞれ

図-6 地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線の適用 
性および妥当性 
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図-7 地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線およびその適用先となる市町村の一覧 
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0.20，および0.10であった．つまり，津波フラジリテ
ィ曲線の地域依存性を適切に考慮することで，推定

される構造物全壊棟数の変動係数を半減できる． 
5. 地域依存性を考慮した津波フラジリティ曲線を用い
た構造物被害棟数のリスク算定では，地域に特有な

構造物の損傷傾向を考慮できるだけでなく，推定誤

差を低減させることができるため，従来手法と比較

して精緻な被害推定が可能になるといえる． 
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DEVELOPMENT OF TSUNAMI FRAGILITY CURVES CONSIDERING  
REGIONAL CHARACTERISTICS AND ITS APPLICATION TO  

RISK ESTIMATION OF THE NUMBER OF DAMAGED STRUCTURES 
 

Koki AOKI, Mitsuyoshi AKIYAMA, Yuzuki FUSE and Shunichi KOSHIMURA 
 

Empirical fragility curves have been used for estimating the number of damaged structures regardless of 
the structures’ location and dimension, structure density, and land use of the analyzed area (i.e., regional 
characteristics). This paper presents a novel methodology for identifying fragility curves based on regional 
characteristics. The fragility curves are estimated from the past disaster data in the corresponding munici-
palities classified according to their regional characteristics by using national survey data, principal com-
ponent analysis, and cluster analysis. In a case study, the tsunami fragility curves were estimated consider-
ing the regional characteristic based on the tsunami disaster data of the 2011 Great East Japan earthquake. 
Moreover, a method to estimate the risk associated with the number of damaged structures subjected to 
tsunamis is presented by using the proposed tsunami fragility curves. 


